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１．問 題 











確保することが示された。そして、2000 年 3 月の学習指導要領告示により、「総









































 2017 年 3 月、新学習指導要領が告示され、今次改訂の主要ポイントは、「資質・
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2020 年度から、中学校は 2021 年度から全面実施となる。総合学習については、


















 加えて、2020 年度小学校で全面実施される新学習指導要領では、小学校 5・6 年


















































































実践例について述べたが、2017 年 8 月 31 日の教育職員免許法施行規則及び免許


















（45 校）、及び、全中学校（20 校）において、2017 年 8 月下旬～9 月中旬にわた
り、教員を対象とした質問紙調査法によるニーズ調査を行った。 
 
３－２．調査方法：具体的な調査方法は、1)予備調査として 2017 年 8 月中旬に現






























３－４．分析対象：回収質問紙の学校数は、小学校 45 校中のうち 36 校、中学校
























のが Figure 2 である。 































は、「難しいと思う点」を順位づけして、1 位から 3 位まで回答してもらう形式に
なっている。1 位、2 位、3 位のそれぞれの割合を図示したのが Figure 3 であり、
左から１位になる割合が高い順に並べた。 



















しいと思う点」と同様で、1 位から 3 位までを選ぶようになっている。その結果
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 1)について、本研究のデータ取得の特徴としては、A 市という 1 つの行政地域
における集中・限定的なものであるが、他市における調査実施や A 市との比較検
討は、今後の研究の可能性を含んでいる。他方、学校レベルでみれば回収率は低
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Appendix 1：調査用紙 
 
